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当院救命救急センターが開設以来,救急車搬入台数は年々増加していたが,平成21年には初

めて減少に転じた.入院総数や,重症患者数は減少しておらず,中毒症例と,四肢外傷症例が大
きく減少している.

当院が新築移転した際に,運用を開始したドクターカ-の出動状況は,平成21年1342件/午

(3.7件/冒)と順調な伸びを見せている.さらに,Utstein様式によるデータで比較すると,市内

で発生した市民目撃の心原性心停止二でかつ初期心電図波形がVF/Vrであった症例の生存退院

率が38,1%と欧米先進国並みの驚異的な数値であり,ドクタ-カ-の有効性を大きく示す結果

となっている,

当院では,慢性的な後方ベッド不足が依然と問題となっているが,長期入院が予想されるか,
または自宅退院が困難となりうる社会背景を持つ患者では,早期転院を目標として早期リハビ

リ介入および医療ソーシャルワ-カ-などを交えた多職種検討会を開催している.

県内の救命救急センタ-いずれも救急専従医のマンパワー確保が,重要な課題となっている.

救急専従医確保のためには,救急専攻の後期レジデントをいかに確保できるかが重要である.

そのため,独自に作成した後期レジデント募集ボスタ-を全国の臨床研修指定病院へ発送する

のに加え,"新潟市民病院救命救急科ホームページ"を作成し,研修内容に加え,スタッフ紹介
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など硬軟取り混ぜた内容で広く閲覧してもらうための工夫を行っている.

今後の課題として,救命救急センタ-での治療を必要とする愚者をできるだけ多く収容して

いくことと,そのために後方ベッドを確保し,ベッド回転の効率化をいっそう目指していく必

要性に迫られている‥急性期治療後の患者早期転院のために,病 診 ･病病連携の更なる充実が

いっそう重要となってくると思われる.

キ-ワ-ド:救命救急センタ-,ドクターカー,マンパ ワー確保

新潟市民病院の救急患者収容における現状

昭和 62年に新潟市民病院救命救急センタ-那

開設 されて以来,救急外来受診者数および救急車

搬入台数は年々増加 していた.平成 20年の集計

では,救急車搬入台数は年間5β18台に上ったが,

平成 21年には年間5,189台と,新病院移転の年を

除いて,初めて減少に転じた (図 1).しかしなが

ら,救急外来 (ER)からの入院総数や,重症患者

数そのものは集計上,減少 していない,疾患別に

見てみると,脳血管障害の数は僅かに減少 してい

るものの,虚血性心疾患はほとんど変化を認めて

いない,著明な減少を認めた釧 ま,中毒 (医薬品,

農薬,等)症例で,平成 20牢の 216名から,平成

21年は ま23名と約半減 した.さらに,外傷総数も

近年減少傾向にあるが,多発外傷例は減少してお

らず,その多くは四肢外傷症例が平成 19年の

(台/年)
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i,651名から,平成 21年は銅5名と大きく減少し

たためと推定 される.

ここまでまとめると,当院救命救急センターの

近年の現状として,①救急車搬入台数の減少,②

中毒症例の減少,③四肢外傷症例の減少,が挙げ

られるが,ただし,入院患者数および重症患者数

に変化は無 く,今なお 新 潟 市 医 療 圏 に おける救命

救急センタ-として,十 分 な 役 割 を 担 っ て いるこ

とは間違いない.なお,②中毒 症 例 の 減 少 は , 節

潟大学高次救命災害治療センタ- に 収 容 さ れ , ③

四肢外傷症例の減少は,数年前より導入された新

潟市整形外科輪番制度が影響 していると予想 され

る.

ドクターカーの運用状況

さ那完が平成19年11月に新築移転 した際に,運
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図五 当院救命救急センター救急車搬入台数
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図2 当院救命救急センタ--平均在Iju=‡数の推移

用 を開始 した新潟市救急 ステーション ･ドタダ…

カーの現状 について述べ たい.ドクタ-カ-の出

動状況 は,平成 20年 は 1,274件/年 は 5件/冒)

お よび平成 21年 1,342件/午 (3.7件/鋸 と順調

な伸び を見せている. ドクターカー出動した際に

市民病院へ搬送す る割合は,いずれの年も約8割

弱を当院に搬送 している.ドクターカーは,内因

性,外因性を問わず生命の危機に瀕する可能性が

ある場合に出動するが,それまで200-250名/

年で推移 していた来院時心肺停1【二(CPAOA)症

例が,運用開始に伴い約300件/牛と大幅な増加

を認めている.さらに,Utstein様式によるデ-タ

で比較すると,新潟市内で発生した市民目撃の心

原性心停止でかつ初期心電図波形がVF/VTであ

った症例の生存退院率では,運用前は22.9%であ

ったのが,運用後は38.1%と欧米先進国並みの驚

異的な数値であり,ドタダ-カーの有効性を大き

く示す結果となっている.

今後の課題 (後方ベッドの確保)

当院の救急患者収容における問題点として,慢

性的に後方ベッドが不足しているために,べ､ソド

回転が困難になっている点があげられる.近年延

長しつつあった救命救急センタ-平均在'iu計数

は,新病院移転後もさしたる変似 まない (図れ

･l(i二ミ

患 者後方ベッドが不足している原因としては,1)

救命救急センタ-病床は増加したが,全病床数が

減少,2)独属高齢者や住所不定者の増加など,自

宅退院が困難となる患者背景の変化,3)療養型

病床の削減に伴う転院先の確保が困難,などがあ

げられる.そのような厳 しい現状ではあるが,当

院救命救急センターは,後方ベッド不足への取り

組みを開始している.まず,長期入院が予想され

るか,または自宅退院が国経となりうる社会啓貴

を持つ患者では早期転院へ向けて週 1札 医療ソ

-シャルワ-カ-,理学療法士,栄養士を交えた

症例検討会を開催し,早期転院を目標として早期

リハビリ介入や食事内容の改軌 転院に際しての

家族の心情を多職種間で共有するようにしてい

る.

今後の課題 (救急専従医の確保)

現呑㌔県内の救命救急センタ-いずれも救急専

従医のマンパワ-確保が重要な課題となってい

る.幸い,当院は救急科専門医を7名 (※2010年

7榊 寺点)擁しており,他施設に比べて恵まれた

状況にあると思われるが,当院で行っているマン

パワー確保のための試みについて述べてみたい.

救急専従医確保のためには,救急専攻の後期レジ

デントをいかに確保できるかが重要である.その
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ため,当院では,独自に作成 した後期レジデント

募集ボスタ-を全国の臨床研修指定病院に発送し

て,救急専門医を目指す研修医に向け広く菖細し

ている.さらに,新潟市民病院ホ-ムペ-ジの一

角に, "救命救急科ホ-ムペ-ジ"を稚成し,研

修内容に加え,スタッフ紹介など硬軟取り混ぜた

内容で広く閲覧してもらうための工夫も行ってい

る.

お わ り に

ここまで,現在の当院救命救急センタ-として

の現状と今後の課題について述べてきた.今後の

課題として,救命救急センターでの治療を必要と

する患者をできるだけ多く収容していくことと,

そのために後方ベッドを確保し,ベッド回転の効

率化をいっそう目指していく必要性に迫られてい

る,それには,救命救急センタ-尊属医師に加え

看護師などのスタッフの充実,ドタタ-カーシス

テムの更なる成熟,新潟大学医歯学総合病院との

連携など,患者収容のために必要な体制の整備も

必要であるが,急性期治療後の患者早期転院のた

めに,病診 ･病癖連携の更なる充実がいっそう重

要となってくる.しかしこれは,いち病院の努力

のみでは達成不可能であり,医療圏における体制

の構築 ･強化が必要であると思われる.


